
1 
 

2024 年 10 ⽉ 21 ⽇ 
⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校同窓会 

現在の会則と新しい制度の定款との⽐較 

現在の会則と、新しい制度の定款の⽐較は以下のとおりです。定款の説明は別記します。 
 

会 則（ 現在 ） 定 款（ 新しい制度 ） 

第 1 章 総 則 第１章 総 則 
第 1 条 本会は⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校同窓会と称
す。 

（名称） 
第１条 当法⼈は、⼀般社団法⼈⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等
学校同窓会と称する。 

第 2 条 本会は事務局を⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校内に
おく。 

（主たる事務所） 
第２条 当法⼈は、主たる事務所を東京都杉並区に置
く。 

第 2 章 ⽬的および事業  
第 3 条 本会は会員相互の親睦向上を図り、併せて⺟
校の発展に協⼒することを⽬的とする。 

（⽬的） 
第３条 当法⼈は、⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校同窓会の
会員相互の親睦向上を図り、併せて⺟校の発展に協⼒
することを⽬的とする。 

第 4 条 本会は、前条の⽬的を達成するために必要な
事業を⾏う。 
2 前項の事業の内容は、細則をもって定める。 

（事業） 
第４条 当法⼈は、前条の⽬的を達成するために、以
下の事業を⾏うものとする。 
１．各種イベント、交流会、懇親会等の開催業務 
２．⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校が実施する⾏事への協⼒
業務 
３．会員名簿の管理、発⾏に関する業務 
４．会報誌その他の出版物の発⾏に関する業務 
５．⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校及び当法⼈の活動に関す
る情報提供に関する業務 
６．⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校在校⽣に対する奨励⾦及
び奨学⾦に関する業務 
７．⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校への⽀援活動に関する業
務 
８．前各号に掲げる他、当法⼈の⽬的を達成するため
に必要な⼀切の事項 

 （公告） 
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第５条 当法⼈の公告の⽅法は、電⼦公告による。た
だし、やむを得ない事由により電⼦公告によることが
できない場合には、官報に掲載する⽅法による 

第 3 章 会 員 第２章 会 員 
第 5 条 本会は次の会員で組織する。 
1 正会員 
ア ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校を卒業した者 
イ ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校に在学した者で、幹事会
に⼊会の申請をして承認を得た者 
2 特別会員 ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校の現旧教職員 

（会員の種別） 
第６条 当法⼈の会員は、次の４種とする。 
（１）正会員  ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校を卒業した
者、または⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校の現旧教職員であ
り、かつ正会員の申し込みをした者 
（２）賛助会員 当法⼈の⽬的に賛同し事業を賛助す
るため⼊会した団体または個⼈ 
（３）特別会員 ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校の現旧教職
員であり、正会員の申し込みをしていない者 
（４）⼀般会員 ⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校を卒業した
者であり、正会員の申し込みをしていない者 
（５）名誉会員 当法⼈に対して顕著な功績を残され
た者であり、理事会によって推挙された者 
２ 正会員は、⼀般社団法⼈及び⼀般財団法⼈法に関
する法律（以下「⼀般法⼈法」という。）により規定さ
れた次に掲げる⼀般法⼈法上の社員（以下「社員」と
いう。）の権利を、社員と同様に、当法⼈に対して⾏使
することができる。 
（１）⼀般法⼈法第１４条第２項の権利（定款の閲覧
等） 
（２）⼀般法⼈法第３２条第２項の権利（社員名簿の
閲覧等） 
（３）⼀般法⼈法第５０条第６項の権利（社員の代理
権証明書⾯等の閲覧等） 
（４）⼀般法⼈法第５１条第４項及び第５２条第５項
の権利（議決権⾏使書⾯の閲覧等） 
（５）⼀般法⼈法第５７条第４項の権利（社員総会の
議事録の閲覧等） 
（６）⼀般法⼈法第１２９条第３項の権利（計算書類
等の閲覧等） 
（７）⼀般法⼈法第２２９条第２項の権利（清算法⼈
の貸借対照表等の閲覧等） 
（８）⼀般法⼈法第２４６条第３項、第２５０条第３
項及び第２５６条第３項の権利（合併契約等の閲覧） 

（該当なし） （代議員） 
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第７条 当法⼈は、正会員による選挙によって選出さ
れる代議員をもって社員とする。 
２ 理事会は、代議員を選出するために⾏う選挙（以
下「代議員選挙」という）について必要な細則を制定
する。 
３ 代議員は、正会員の中から選ばれることを要す
る。正会員は、前項の代議員選挙に⽴候補することが
できる。 
４ 前項の代議員選挙において、正会員は他の正会員
と等しく代議員を選挙する権利を有する。理事⼜は理
事会は、代議員を選出することができない。 
５ 当法⼈の代議員は、総正会員数から２５⼈と５０
⼈で除した数の範囲とする。 
６ 代議員選挙は、２年に１度実施するものとし、代
議員の任期は、選任の２年後に実施される代議員選挙
終了の時までとする。ただし、代議員が社員総会決議
取消の訴え、解散の訴え、責任追及の訴え及び役員の
解任の訴え（⼀般法⼈法第２６６条第１項、第２６８
条、第２７８条、第２８４条）を提起している場合（⼀
般法⼈法第２７８条第１項に規定する訴えの提起を
請求している場合を含む。）には、当該訴訟が集結する
までの間、当該代議員は社員たる地位を失わない（当
該代議員は、役員の選任及び解任（⼀般法⼈法第６３
条及び第７０条）並びに定款変更（⼀般法⼈法第１４
６条）についての議決権を有しないこととする）。 
７ 代議員が⽋けた場合⼜は代議員の員数を⽋くこ
ととなるときに備えて補⽋の代議員を選挙すること
ができる。補⽋の代議員の任期は、任期の満了前に退
任した任期の満了するときまでとする。 
８ 補⽋の代議員を選挙する場合には、次に掲げる事
項も併せて決定しなければならない。 
（１）当該候補者が補⽋の代議員である旨 
（２）当該候補者を１⼈⼜は２⼈以上の特定の代議員
の補⽋の代議員として選任するときは、その旨及び当
該特定の代議員の⽒名 
（３）同⼀の代議員（２⼈以上の代議員の補⽋として
選任した場合にあっては、当該２⼈以上の代議員）に
つき２⼈以上の補⽋の代議員を選任するときは、当該
補⽋の代議員相互間の優先順位 
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９ 第７項の補⽋の代議員の選任に係る決議が効⼒
を有する期間は、選任後最初に実施される第６項の代
議員選挙終結の時までとする。 

第 5 条の 2 本会が保有する会員情報については、本
会は、個⼈情報保護管理者を置き、これによって、会
員情報の漏洩、滅失⼜は毀損の防⽌その他の安全管理
のために必要且つ適切な措置を講じ、個⼈情報保護法
等の法令に従うものとする。 
2 本前項の個⼈情報保護管理者は、会⻑をもってこれ
に充てるものとし、個⼈情報保護管理者は、その職務
を補佐する委員会（これを会員情報保護管理委員会と
いう。）を組織し、その各委員を指名する。 

（該当なし 理事会にて定めます。（原則的に現在の
細則を継承します。）） 

 （⼊会） 
第８条 正会員として⼊会しようとする者は、理事会
が別に定める⼊会申込書により申し込み、理事会の承
認を受けなければならない。 
２ 賛助会員として⼊会しようとする者は、理事会が
別に定める⼊会申込書により申し込み、理事会の承認
を受けなければならない。 
３ 正会員は、理事会の承認を受けたときに正会員と
しての地位を取得する。また賛助会員は、別に定める
⼊会⾦を納めたときに賛助会員となる。 

第 6 条 正会員は細則に基づく維持年会費（以下、会
費という。）を納めなければならない。会員はその⽒
名、住所、勤務先、その他に変更を⽣じた場合は別紙
により、本会事務局に届けなければならない。 

（⼊会⾦及び会費） 
第９条 ⼀般会員は別に定める⼊会⾦を納⼊しなけ
ればならない。 
２ 正会員および賛助会員は別に定める会費を納⼊
しなければならない。 
３ ⼀般会員、特別会員及び名誉会員は、会費を納め
ることを要しない。 

 （任意退会） 
第 10 条 正会員および賛助会員は、別に定める会費
の⽀払いが⾏われなかったときに、正会員または賛助
会員たる地位を失うものとする。 
２ 正会員および賛助会員は、理事会が別に定める退
会届を当法⼈に提出することにより、いつでも退会す
ることができる。 

第 7 条 会員で本会の秩序を乱し、または体⾯をけが
す等の⾏為があったときは役員会の決議により、これ
を除名することができる。 

（除名） 
第 11 条 正会員が次のいずれかに該当するに⾄ったと
きは、社員総会において総社員の過半数の出席、出席
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社員の３分の２以上の賛成をもって当該正会員を除
名することができる。 
（１）この定款その他の規則に違反したとき。 
（２）当法⼈の名誉を傷つけ、⼜は⽬的に反する⾏為
をしたとき。 
（３）その他の除名すべき正当な事由があるとき。 
２ 前項の規定により正会員を除名したときは、当法
⼈は当該正会員に対し、除名した旨を通知しなければ
ならない。 

 （会員資格の喪失） 
第 12 条 前２条の場合のほか、会員は、次のいずれか
に該当するときは、その資格 を喪失する。 
（１）社員全員の同意があったとき。 
（２）死亡し、⼜は解散したとき。 

 （会員資格喪失に伴う権利及び義務） 
第 13 条 会員が前３条の規定によりその資格を喪失し
たときは、当法⼈に対する会員としての権利を失い、
義務を免れる。正会員については、⼀般法⼈法上の社
員としての地位を失う。ただし、未履⾏の義務は、こ
れを免れることはできない。 
２ 当法⼈は、会員がその資格を喪失しても、既納の
⼊会⾦、会費及びその他の拠出⾦品は、これを返還し
ない。 

 第３章 社員総会（ 後記します。 ） 
第 4 章 組 織 第５章 理事会（ ⼀部分です。他は後記します。 ） 
第 8 条 本会の運営は役員会と学年幹事会をもって⾏
う。 
1 役員会とは、会⻑、副会⻑、幹事⻑、副幹事⻑、参
事、副参事、会計、副会計、会計監査、副会計監査で
構成する。但し、必要に応じて名誉会⻑、顧問、相談
役も同席することができる。 
2 学年幹事会とは各卒業年度より選出された者から
構成する。 
3 名誉会⻑、顧問、相談役を置くものとする。 

（構成） 
第 28 条 当法⼈に理事会を置く。 
２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

第 5 章 役員・学年幹事・名誉会⻑・顧問及び相談役 第４章 役員等 
第 9 条 本会は、役員として、会⻑、副会⻑、幹事⻑、
副幹事⻑、参事、副参事、会計、副会計、会計監査、
副会計監査を置くものとする。 但し、副会⻑、副幹事

（員数） 
第 21 条 当法⼈に次の役員を置く。 
（１）理事 ３名以上 
（２）監事 ２名以上 
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⻑、副参事、副会計、副会計監査の増減は役員会によ
り変更できる。 
2 第１項但書に基づき増員された当該役員の地位は
仮のものとし、第３項による総会の承認を得たときか
ら正式な地位に確定するものとする。 
3 第１項但書に基づき役員会により当該役員を増減
したときは、その後最初に開催される総会に諮り承認
を得なければならない。 

２ 理事のうち、１⼈を代表理事、名誉職として１⼈
を会⻑とし、理事会の決議により選定する。 
３ 各理事及びその理事の親族等である理事の合計
数は、理事総数の３分の１超えてはならないものとす
る。 

第 10 条 本会は⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校⻑を名誉会
⻑とする。 

 

第 11 条 役員は、正会員の中から、全役員の過半数の
賛成をもって候補者を選出し、第 16 条にしたがって
総会により決定する。 
2 顧問は⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校教職員より選出す
る。 
3 相談役は必要に応じて⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校教
職員及び正会員より選出する。但し、顧問、相談役の
増減は役員会により変更できる。 
4 第 3 項但書に基づき増員された顧問、相談役の地位
は仮のものとし、第 5 項による総会の承認を得たとき
から正式な地位に確定するものとする。 
5 第 3 項但書に基づき役員会により顧問、相談役を増
減したときは、その後最初に開催される総会に諮り承
認を得なければならない。 
6 学年幹事は原則として各卒業年度の⽣徒会役員ま
たは卒業⽣より若⼲名を選出する。 

（選任） 
第 22 条 理事及び監事は、社員総会の決議によって社
員の中から選任する。ただし、必要があるときは、社
員以外の者から選任することを妨げない。 

第 12 条 役員の任期は３年とする。ただし、再任をさ
またげない。 

（任期） 
第 23 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終
結の時までとする。 
２ 補⽋⼜は増員により選任された理事の任期は、前
任者の残存期間と同⼀とする。 
３ 理事は、辞任⼜は任期満了後において、定員を⽋
くに⾄った場合には、新たに選任された者が就任する
までは、その職務を⾏う権利義務を有する。 

第 13 条 役員の任務は次のとおり定める。 
1 会⻑は本会を代表し、会務を総括する。 
2 副会⻑は会⻑を補佐し事故あるときはその職務を
代⾏する。 

（理事の職務権限） 
第 24 条 代表理事は、当法⼈を代表し、その業務を執
⾏する。 
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3 幹事⻑は役員を総括する。 
4 副幹事⻑は幹事⻑を補佐し幹事⻑に事故あるとき
はその職務を代⾏する。 
5 参事は本会の事務を処理する。 
6 副参事は参事を補佐し参事に事故あるときはその
職務を代⾏する。 
7 会計は本会の収⽀事務を処理する。 
8 副会計は会計を補佐し会計に事故あるときはその
職務を代⾏する。 
9 会計監査は年１回以上会計の監査を⾏う。 
10 副会計監査は会計監査を補佐し会計監査に事故あ
るときはその職務を代⾏する。 
11 顧問及び相談役は役員会等から意⾒を求められた
時は、それに応ずることが出来る。 

２ 各理事は、３か⽉に１度以上、⾃⼰の職務の執⾏
の状況を理事会に報告しなければならない。 

 （監事の職務権限） 
第 25 条 監事は、理事の職務の執⾏を監査し、法令で
定めるところにより、監査報告を作成する。 
２ 監事は、いつでも、理事及び使⽤⼈（当法⼈の業
務に従事する事務職員など）に対して事業の報告を求
め、当法⼈の業務及び財産の状況の調査をすることが
できる。 

 （役員の報酬等） 
第 26 条 役員の報酬、賞与その他の職務執⾏の対価と
して当法⼈から受ける財産上の利益（以下「報酬等」
という。）は、社員総会の決議をもって定める。 

 （取引の制限） 
第 27 条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合に
は、理事会において、その取引について重要な事実を
開⽰し、理事会の承認を受けなければならない。 
（１）⾃⼰⼜は第三者のためにする当法⼈の事業の部
類に属する取引 
（２）⾃⼰⼜は第三者のためにする当法⼈との取引 
（３）当法⼈がその理事の債務を保証することその他
理事以外の者との間における当法⼈とその理事との
利益が相反する取引 

第 6 章 会 議 第３章 社員総会 
第 14 条 本会の会議は次の通りとする。 （社員総会） 

第 14 条 当法⼈の社員総会は、定時社員総会及び臨時
社員総会とし、定時社員総会は、毎事業年度の終了後
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1 定期総会は年１回、会⻑がこれを招集し、年度末の
収⽀決算、新年度の事業計画ならびに予算、その他必
要と認められる事項の審議・決定を⾏う。 

３か⽉以内に開催し、臨時社員総会は理事会の決議も
しくは総社員の議決権の５分の１以上の議決権を有
する社員の請求に基づき開催する。 

 （開催地） 
第 15 条 社員総会は、理事会で決定した場所において
開催する。 

2 臨時総会は必要に応じ、会⻑がこれを招集する。 
 

（招集） 
第 16 条 社員総会の招集は、理事会がこれを決し、代
表理事が招集する。 
２ 社員総会の招集通知は、会⽇より２週間前までに
各社員に対して発する。 

3 本条第１項及び同条第２項で定める招集の通知⽅
法は、各会員宛ての書⾯をもって通知することを要せ
ず、５⽇前に会議の⽬的たる事項を⽰した電⼦公告
（ホームページ）をもって通知すれば⾜りる。但し、
電⼦公告による通知を為すことができない事故その
他已むを得ない事由を⽣じたときは、５⽇前に会議の
⽬的たる事項を⽰した読売新聞をもって通知すれば
⾜りる。 

（決議の⽅法） 
第 17 条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある
場合を除き、総社員の議決権の過半数を有する社員が
出席し、出席社員の議決権の過半数をもってこれを⾏
う。 

 （議決権） 
第 18 条 各社員は、各１個の議決権を有する。 

 （議⻑） 
第 19 条 社員総会の議⻑は、代表理事がこれに当たる。
代表理事に事故があるときは、当該社員総会で議⻑を
選出する。 

 （議事録） 
第 20 条 社員総会の議事については、法令の定めると
ころにより議事録を書⾯⼜は、電磁的記録により作成
し、社員総会の⽇から１０年間主たる事務所に備え置
く。 

 第５章 理事会 
 （権限） 

第 29 条 理事会は、次の職務を⾏う。 
（１）当法⼈の業務執⾏の決定 
（２）理事の職務の執⾏の監督 
（３）代表理事、会⻑、副会⻑、専務理事及び常務理
事の選定及び解職 
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２ 当法⼈の運営に必要な事項は、⼀般法⼈法及び本
定款に定めるもののほかは、理事会の決議を経て定め
るものとする。 

4 役員会及び幹事会は幹事⻑が会⻑にはかり、これを
招集し、会務の審議及び執⾏にあたる。 

（招集） 
第 30 条 理事会は、代表理事が招集する。 
２ 代表理事が⽋けたとき⼜は代表理事に事故があ
るときは、各理事が理事会を招集する。 

5 役員会及び幹事会で決定した重要事項については
会⻑の承認を得て総会において事後報告する。 

（決議） 
第 31 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関
係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、その過
半数をもって⾏う。 
２ 理事が、理事会への出席につき、テレビ会議⽅式
や電話会議⽅式により会議に参加したものは、理事会
に出席したものとみなす。 
３ 第１項の規定にかかわらず、⼀般法⼈法第９６条
の要件を満たしたときは、理事会の決議があったもの
とみなす。 

 （議事録） 
第 32 条 理事会の議事については、法令で定めるとこ
ろにより議事録を書⾯もしくは電磁的記録により作
成する。 
２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押
印もしくは電⼦署名する。 

 （理事会規則） 
第 33 条 理事会に関する事項は、法令⼜はこの定款に
定めるもののほか、理事会において定める理事会規則
による。 

 第６章 基 ⾦ 
 （基⾦の拠出） 

第 34 条 当法⼈は、基⾦を引き受ける者の募集をする
ことができる。 

 （基⾦の取扱い） 
第 35 条 基⾦の募集、割当て、払込み等の⼿続、基⾦
の管理及び基⾦の返還等の取り扱いについては、理事
会の決議により別に定める基⾦の取扱いに関する規
程によるものとする。 

 （基⾦拠出者の権利） 
第 36 条 拠出された基⾦は、基⾦拠出者と合意した期
⽇まで返還しない。 
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２ 前項の規定にかかわらず、当法⼈は、次条に定め
る基⾦の返還の⼿続きにより、基⾦をその拠出者に返
還することができる。 

 （基⾦の返還） 
第 37 条 基⾦の返還は、定時社員総会の決議に基づき、
⼀般法⼈法 141 条に規定する限度額の範囲内で⾏うも
のとする。 
２ 前条第２項の基⾦の返還⼿続きについては、理事
会の決議により定める。 

 第７章 解 散 
 （解散の事由） 

第 38 条 当法⼈は、次に掲げる事由によって解散する。 
（１）社員総会の決議。 
（２）法⼈の合併。 
（３）社員が⽋けたとき。 
（４）当法⼈の破産⼿続開始決定。 
（５）解散を命ずる裁判。 

 （残余財産の帰属） 
第 39 条 当法⼈が清算をする場合において有する残余
財産は、社員総会の決議を経て、当法⼈と類似の事業
を⽬的とする他の団体、国もしくは地⽅公共団体に贈
与するものとする。 

第 7 章 会 計 第９章 計 算 
第 18 条 本会の資産は次のとおりとする。 
1 会費 
2 資産から⽣ずる収益 
3 事業に伴う収益 
4 寄付⾦および補助⾦ 
5 その他の収⼊ 

 

第 19 条 本会の経費は前条の資産をもってこれにあ
たる。 

 

第 20 条 本会の会計年度は毎年９⽉ｌ⽇より、翌年８
⽉３１⽇までとする。 

（事業年度） 
第 40 条 この法⼈の事業年度は、毎年４⽉１⽇から翌
年３⽉３１⽇までの年１期とする。 

 （事業計画及び収⽀予算） 
第 41 条 当法⼈の事業計画及び収⽀予算については、
毎事業年度開始⽇の前⽇までに代表理事が作成し、理
事会の承認を経て社員総会の承認を受けなければな
らない。これを変更する場合も同様とする。 



11 
 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由によ
り予算が成⽴しないときは、代表理事は、社員総会の
決議に基づき、予算成⽴の⽇まで前年度の予算に準じ
収⼊を得⼜は⽀出することができる。 
３ 前項の収⼊⽀出は、新たに成⽴した予算の収⼊⽀
出とみなす。 

 （事業報告及び決算） 
第 42 条 当法⼈の事業報告及び決算については、毎事
業年度終了後３か⽉以内に、代表理事が次の書類を作
成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て定時社
員総会に提出し、第１号については定時社員総会に報
告し、第３号及び第４号の書類については、その承認
を受けなければならない。 
（１）事業報告 
（２）事業報告の附属明細書 
（３）貸借対照表 
（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 
（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算
書）の附属明細書 
２ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に
５年間備え置くとともに、定款及び社員名簿を主たる
事務所に備え置くものとする。 
（１）監査報告 

 （剰余⾦の不分配） 
第 43 条 当法⼈は、剰余⾦の分配を⾏わない。 

細 則  
1 本会の会則第６条に規程する会費のうち初回分（５
年分として）を卒業時に２０,０００円とする。 
2 卒業後５年を経過した正会員は会費として毎年３，
０００円の維持費を納⼊する。 
3 定期総会は毎年１回とする。 
4 この会則は、2018 年度の定時総会における承認を
得て、2018 年 11 ⽉ 17 ⽇から施⾏する。 

 

 第１０章 附 則 
 （最初の事業年度） 

第 44 条 当法⼈の最初の事業年度は、当法⼈の成⽴の
⽇から令和８年３⽉３１⽇までとする。 

 （設⽴時の役員） 
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第 45 条 当法⼈の設⽴時の理事及び監事は、次のとお
りである。 

 （設⽴時代表理事） 
第 46 条 当法⼈の設⽴時代表理事は、次のとおりであ
る。 

 （設⽴時社員の⽒名⼜は名称及び住所） 
第 47 条 当法⼈の設⽴時の社員の⽒名⼜は名称及び住
所は、次のとおりである。 

 （法令の準拠） 
第 48 条 本定款に定めのない事項は、すべて⼀般法⼈
法その他の法令に従う。 

  
1979 年 4 ⽉ 8 ⽇ 制定 
1990 年 7 ⽉ 14 ⽇ 改訂 
2000 年 6 ⽉ 10 ⽇ 改訂 
2005 年 6 ⽉ 4 ⽇ 改訂 
2007 年 6 ⽉ 2 ⽇ 改訂 
2008 年 6 ⽉ 7 ⽇ 改訂 
2014 年 6 ⽉ 14 ⽇ 改訂 
2015 年 11 ⽉ 14 ⽇ 改訂 
2018 年 11 ⽉ 17 ⽇ 改訂 

以上のとおり、⼀般社団法⼈⽇本⼤学鶴ヶ丘⾼等学校
同窓会設⽴のため、設⽴時社員の定款作成代理⼈であ
る司法書⼠⽵内義博は、電磁的記録である本定款を作
成し、これに電⼦署名をする。 
令和 年 ⽉ ⽇ 

 




